
2014年度秋期　京都労働学校「最高裁判例で学ぶ労働法」
第６回「日新製鋼事件」

～賃金全額払い原則と合意による相殺～

2014.11.18. 佐藤敬二（立命館大学）
本日の予定
　・前半：日新製鋼事件判決の検討

　・後半：「賃金全額払い原則と合意による相殺」をめぐる最高裁判決の動向

はじめに：本講の課題
　・労基法24条は、賃金支払い原則として、直接払い・全額払いを規定

　・判例は、労働者の真に自由な意思によって、「控除」が可能と判示

　・課題①　「控除」はどのような場合にまで可能か

　　　　　　　　放棄→合意相殺→賃金減額　…　→債権譲渡？←否定、ユ・シ協定
　　課題②　「真に自由な意思」はどのように判断するべきか

　　　　　　　　主観説・客観説、個別合意・包括合意

［前半：日新製鋼事件判決の検討］　　　   　　　　　　　　　　　　 ［資料・その１］［資料1］
１．事実の概要
1.事実関係
　1)会社からの借り入れ状況

昭和49年10月、Ｙ2社従業員であるＹ1が、Ｙ2社の住宅資金貸付制度を利用して、Ｙ2社より

150万円及び400万円を借り入れ、分割返済していた。
　　昭和56年7月20日、Ｙ2社の制度変更により、新たな住宅財形融資制度で借り替え

　　　住宅財形融資規程に則り、元利均等分割償還、退職時には残金一括償還の約定で

　　　Ｙ2社から87万円、Ａ銀行から263万円、Ｂ労金から200万円を借り入れた。
　　返済方法は、規程により、毎月の給与、年二回の賞与から、返済額を控除する方法で処理
　2)サラ金からの借金
　　昭和49年ごろサラ金から借財、保証人となった同僚の行方不明で保証債務、

昭和55年9月に1100万円、昭和56年11月から57年1月に1400万円、知人から借りて返済
一部残ったものと交際費等のために、サラ金から借財し、昭和58年9月には総額7000万円に
3)退職と控除
昭和58年8月に退職を決意、

昭和58年9月7日に上司に退職申出、会社・銀行・労金の残債務を退職金・賃金で返済の申出

昭和58年9月15日退職願、一括返済をＹ2社に一任するため求められた委任状を作成署名提出
　　昭和58年9月20日、退職金392万1221円、8月分給与22万8311円を計上し、即日
　　　Ｙ2会社借入金の一括返済額69万6791円、Ａ銀行229万5134円を控除。

　　昭和58年9月22日、Ｂ労金129万7154円控除。不足分は餞別4万と9月分給与9万9546円
　4)破産と否認権主張
　　昭和58年10月19日、破産宣告
　　破産管財人（Ｘ）が、Y2社に対して、相殺処理が労基法24条違反、他の破産債権者を害するとして否認権の主張、退職金等440万円0438円を請求
2.原告の主張
　委任状は、Ａ銀行とＢ労金借入金債務についてＹ2会社に弁済委任をした契約であり
　　それを根拠にＡ銀行とＢ労金に支払ったのは、直接払い原則違反

　Ｙ2社との間では合意相殺契約だが、全額払い原則違反で無効

　　労基法24条1項但書以外に例外を認めることは、労働者保護の精神に反する

　仮に自由意思による相殺が可能だとしても、完全な自由意思ではなかった

　　経済危機にあった、円満に退職するため、であるから完全に自由な意思ではない

　　更に、形式的に自由意思を認定ではなく、経済的困難を緩和すべきとするのが正当な解釈

　そうでないとしても、他の破産債権者を害する意図によるものであるので否認する

3.被告の主張

　（基本的には判決と同旨）

２．地裁判決（大阪地判昭和61年3月31日・判時1195号144頁、原告勝訴）
　委任状によって一括返済額控除の意思表示で、合意相殺している
　労基法24条の全額払い原則は、同意相殺が完全な自由意思に基づくものである限り可能

　自発的に申入れ、委任状作成に異議なく応じている、領収証への署名も応じている、ので自由意思
　委任状の当時、負債への返済は不可能、一般債権者を害することを十分認識していたので否認可

３．高裁判決（大阪高判昭和62年9月29日・判タ668号151頁、原告敗訴）
　地裁判決に加えて、借入金は抵当権なしで低利で長期分割返済、Ｙ2会社が利子補給、組合関与

　　福利厚生に益するところが大きいが、これが可能なのは、給与・賞与・退職金からの支払いが確保されて、貸付金の回収が確実視されるから

　「借入金に関する一括返済金の支払請求権ないし費用前払請求権は、借り入れの段階で、既に発生の要件が備わり退職により具体的内容が確定」、退職時の意思表示に関わりなく発生しているので、
　否認権行使は不可
４．最高裁判決（最二小判平成2年11月26日・民集44巻8号1085頁、原告敗訴）

　労基法24条は労働者保護、使用者からの相殺禁止も含む、自由な意思で相殺に同意だと合法
　　シンガーソーイングメシーン事件判決（［資料・その２］［資料1］）を参照

　　ただし、自由意思に基づくことの認定は、厳格かつ慎重に行われなければならない

　自発的に依頼、委任状の作成・提出過程に強制はなく、終了後も異議ない。借入金は労働者に有利。借入金の性質、退職時に一括返済する旨の規程を十分認識していた。
したがって自由な意思と認定できる。

　委任状は、約定の確認と手続きの同意であり、一括返還請求権は借り入れの段階に締結された約定に基づき退職の事実により発生、とする原審を是認

５．検討

はじめに

　本講座の目的との関係では、労基法24条の解説でよいのであろう

　ただ私自身は、検討されていないことが多く残されていると考えている（［その２・資料1］参照）

　この判決自身、それを示している部分が多いが、検討されていない

1.相殺・労基法24条
1)相殺と相殺契約
1.相殺とは何か　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その１］［資料２］
・相殺適状にある二つの債権を、一方的意思表示によって消滅させる行為
　・相殺を認める目的は、債権者の保護・担保的機能
2.合意相殺とは何か

　・両当事者の合意によって相殺の効果をもたらすもの←相殺とは別物

　　　契約自由を根拠としてこの方法は認められる
3.本判決判旨の検討

　・合意相殺認める根拠として、労働者による賃金債権放棄が可能であることを根拠としているが
　　　債権放棄と合意相殺は別であり、少なくとも同一であることの理由を示す必要があった
とりわけ労働契約法・労基法は契約自由を担保するために労働者保護を図るものであるから、
　契約自由が根拠であれば、労基法の趣旨にそった契約解釈の議論となる
・自由意思を認定する根拠として、会社の貸付制度が賃金等からの回収が確実であることによって成立している云々が挙げられているが、この判旨は、担保的機能の考慮かもしれない
　　　とすると、会社側の都合のみの考慮、ならびに貸付制度の性格についての一面的理解である
　　　貸付制度は、金融機関による貸付とは異なり、人材確保や定着といった機能も有している

　　　　cf.勉学支援制度（准看護師・留学）と賠償予定禁止（労基法16条）

　・さらに、相殺を認める目的に債権者保護があるとするのは、債務者が債務履行しない（あるいは破産などによって履行できない）ことを念頭においているので、合意相殺が認められるのは、債務者が合意していることから上の心配がないことによるのではないか
しかし賃金の場合に、（真に自由な合意か否かの点は措くとして）、保護されるべきは労働者の賃金債権（なお、賃金の使用者による一方的減額を厳しく制限しているのが判例）
2)労基法24条

1.規定内容

　・規定：通貨払い原則・例外　　　cf.法定通貨（法貨）、給与振込、外国通貨

直接払い原則・例外なし　cf.親・子・配偶者・債権者

全額払い原則・例外 　　 cf.法令
定期払い原則・例外　　　cf.ボーナス
　　　→違反は、30万円以下の罰金（労基法120条）

　・立法理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その１］［資料３］
　　　労働協約によって控除が可能となっていた

　　　「控除」の理解として、直接払い・全額払い、両方を指していたのではないか？

　・法改正
　　　　事理明白なもののみ労使協定で控除（昭和27.9.20基発678号）

［資料］ 

○労働基準法の一部を改正する法律等の施行について(昭和二七年九月二〇日)(基発第六七五号)
(各都道府県労働基準局長あて労働基準局長婦人少年局長通達)

法第二四条関係

(一)　第一項但書の改正は、購買代金、社宅、寮その他の福利厚生施設の費用、労務用物資の代金、組合費等、事理明白なものについてのみ、法第三六条の時間外労働と同様の労使の協定によつて賃金から控除することを認める趣旨であること。

(二)　賃金を通貨以外のもので支払うことについては、従来通りであること。

(三)　協定書の様式は任意であるが、少くとも、1.控除の対象となる具体的な項目、2.右の各項目別に定める、控除を行う賃金支払日を記載するように指導すること。
2.ILO95号条約との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その１］［資料４］
　・労基法24条と一見すると類似しているが、協約と協定の違い等、相違がいろいろとある
　・直接払い原則（5条）：例外規定がある、とりわけ、労働者の同意がある場合
・全額払い原則（8条）：労働者の合意による例外を認めていない
・日本では逆になっている。全額払い原則について合意による例外を認めるべきであるのか疑問
3.本規定の効力

　・免罰効果のみだとすると（cf.労基法36条と時間外労働合意）
　　　相殺契約は契約自由であり、あとは自由な合意であったか否かの判断となる

　　　しかし、使用者は労基法24条を遵守していないので、刑罰が科せられるはずである
・私法上も強行規定だとすると
　　自由意思によって適用除外はできない（cf.解雇の合理性理由を合意で排除できない）

　　・判決は、合意相殺は、労基法24条とは無関係の事案と考えているのだろうか。
2.自由意思の判定

1)判定方法：主観的意思の探求であるのか、客観的に意思を認定するかの、の論点があるはず

　・地裁判決は、主観的意思の探求
　　高裁・最高裁判決は、会社の貸付制度の性格や労働者にとって有利な点（私はそれが一面的理解であると考えているが）を考慮に入れて合意を判断している点から、客観的に意思を認定していると考えられる

　・労働契約解釈にあたっては、労働者保護（cf.採用内定による労働契約締結）
　　　客観的認定と、その際の労働者保護視点での判断が必要である
 　cf.シンガーソーイングメシーン事件・最判・色川裁判官反対意見
　・主観的解釈であっても、今回の場合、労働者が述べたことだけで判断してよいのではなく
　　　背景事情（円滑に退職したい）まで考慮した上で解釈するべき
2)意思内容：個別合意か包括合意、の論点があるはず

　・地裁判決は、退職時の委任状によって意思表示していると判断しており、個別合意によっている

　　高裁・最高裁判決は、貸付制度を利用した段階で、その契約に署名した段階で、相殺合意があったと判断しており、包括合意でよいとしている
　・貸付契約締結時は、正常時の返済方法の合意であり、破産・退職といった非正常時にあてはまらないのでは、退職時の個別合意であるべき
　　とりわけ賃金は労働者の生活設計に不可欠であり、正常時には生活設計上では返済可能と考えて合意したが、非正常時には合理的生活設計ができない状況であるから
　

［後半：最高裁判決の動向］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その２］参照
１．全額払い原則についての主要判決
	控除方法
	判決名
	自由意思の認否
	背景事情

	使用者からの相殺
	関西精機事件

最判S31.11.2
	――
	事業再開と取締役の原告

損害賠償債務

	（同上）

	日本勧業経済会事件
最大判S36.5.31
	――
	出張所長
背任行為による損害賠償

	過払賃金の調整
	福島県教組事件

最判S44.12.18
	――
	ストライキ

	賃金債権の放棄


	シンガーS.M.事件

最判S48.1.19
	認定
反対意見あり
	西日本総責任者
部下の不正への責任追及

	合意相殺
	日新製鋼事件

最判H2.11.26
	認定
	破産と円満退職（懲戒でなく）希望

	既発生賃金の放棄
	北海道国際航空事件

最判H15.12.18
	否定
明確なもの必要
	赤字経営と公費投入のための賃金減額、担当部長

	賃金減額
	アーク証券事件

東京地判H12.1.31
	否定
黙示の承諾否定
	経営悪化と大蔵省監視

	　　（同上）
	三井埠頭事件
東京高判H12.12.27
	否定
黙示の承諾否定
	更生手続中

管理職


1.使用者からの相殺

1)論点：控除禁止に使用者からの相殺禁止が含まれるか

2)諸見解
　1.最高裁判決：関西精機事件・日本勧業経済会事件　　　　　［資料・その２］［資料２］［資料３］
　　　関西精機事件最判が最初の判断だが理由不明、理由を述べたのは日本勧業経済会事件最判

　　　労働者保護の労働政策上、使用者からの相殺を禁止する趣旨を含む

　2.学説

　　1)学説の大半は、労働者保護の観点から、最判を支持。

しかし、以下の反対説からは、合意相殺等の肯定を導くことになった原因と批判される

    2)相殺可能説
　　　＜三宅＞労基法24条は賃金の支払い方法についての規定、相殺も可能

　  3)相殺は対象外説
　　　＜水町＞相殺は労基法24条の規定自体により直接禁止はされていない
　　　　　　　相殺禁止は前借金（労基法17条）のみで、それ以外は民事法に委ねた

　　　　　　　しかし、労働者の経済生活安定という全額払原則の趣旨に照らして、類推適用

　　　　　　　したがって、柔軟に規制されているので、強行的な規制ではない

　　　　　　　趣旨に照らした柔軟な解釈が可能であり、規制に反しても罰則の適用はない

2.賃金債権の放棄

1)論点：賃金債権を自由意思で放棄できるか
2)諸見解

　1.最高裁判決：シンガーソーイングメシーン事件　　　　　　　　　　［資料・その２］［資料１］
　　　賃金を確実に受領させるための規定だが、自由意思による放棄を認めてもその趣旨に反しない

　　　色川反対意見：真に自由な意思による、合理的理由が必要

2.反対説

　　＜西川＞使用者との関係は発生しているので自由な意思ではない

　　＜藤原＞労使自治によるサポートがあって初めて自由な同意ができる

3.合意相殺

1)論点：合意相殺と賃金債権放棄は同一か（他の論点は、前半部分で）
2)諸見解

　1.最高裁判決：日新製鋼事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その１］［資料１］
  　　特に理由を示すことなく、同一と判断している

      放棄と合意相殺の区別が困難だからとの推測もされている

2.学説
　　1)支持
＜水町＞相殺は本来労基法24条の対象外だが、類推して適用している

全額払い原則は、労働者の経済生活の安定を図るものであり、自由な意思であれば
その趣旨に反するものではない
　　2)反対

　　　＜橋本＞強行法規であるから、労働者の利益か否かにかかわらず、合意による適用除外はない
　　　＜遠藤＞協定の存在を厳格な要件とすることが労使双方の利益
　　3)学説では、合意相殺は、使用者の意向が反映しているとの意見と、
　　　　　　　　合意相殺は、労働者に利益があり、放棄には利益ないという意見（色川反対意見）

4.既発生賃金の放棄

1)論点：既発生で既に確定した賃金債権を放棄できるのか

2)諸見解

　1.最高裁判決：北海道国際航空事件　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その２］［資料５］
　　　全額払い原則の趣旨に照らすと既発生賃金の放棄の意思表示は、自由意思が明確である必要

　　　本件では、明確な意思表示はなく、自由意思と判断する合理的理由もない

2.学説
　　自由意思による放棄の典型例

5.賃金減額（将来賃金の放棄）
1)論点：一回限りの放棄でなく、将来的減額も放棄と同一と考えられるか
賃金引下げ合意ではないか
2)諸見解
　1.判決：アーク証券事件・更生会社三井埠頭事件　　　　　　　　　　［資料・その２］［資料６］
　　　アーク証券事件判決がこの問題での初めての判断、ただし降格の問題として争われている

合意相殺が可能であることと同視できることが根拠

　　　ただし、減額された賃金を受領していたことからの黙示の承諾は否定

　2.学説

　　＜大塚・担当弁護士＞労働者の合意に、シンガーや日新製鋼最判のいう厳格な要件が必要とすることで、合意にしばりをかけた判決。＜西谷＞も
　　＜島田・荒木＞就業規則の基準を下回ることを合意で認めることになる。93条違反
　　＜荒木＞労働条件の不利益変更と減額合意を同視できないので、両者を区別するべき
２．関連する判決
1.賃金債権の譲渡と直接払い原則

1)論点：賃金債権は自由に譲渡できるが、被譲渡人に使用者は賃金を支払わなければならないか
2)諸見解

　1.最高裁判決：小倉電話局事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その２］［資料12］
　　　賃金債権を譲渡することは自由、しかし直接払い原則より、被譲渡人に支払いできない

2.学説
　　多数は、賃金債権譲渡が適法とする

　　労基法の趣旨から、あるいは、一身専属性から、違法無効とする学説もある

　　直接払い原則の適用については、学説は判例支持

＊補足
　小倉電話局事件・最判（S43=1968年）→シンガーソーイングメシーン事件・最判（S48=1973年）

　　cf.公務員のスト権：都教組事件・最判（S44）→全農林警職法事件・最判（S48）
　　最高裁裁判官の入れ替えが行われたことは有名

　　小倉電話局事件判決は、都教組多数意見裁判官が多数（5人中3人）、

シンガー事件判決は、全農林多数意見裁判官が多数（4人中2人で裁判長も）

裁判官の入れ替えによって、判断が変わったともいえるかもしれない。
2.チェック・オフ

1)論点：労働組合員に対するチェック・オフは労基法24条1項但書の要件を充たす必要があるか
2)諸見解

　1.最高裁判決：済生会中央病院事件・エッソ石油事件　　　　［資料・その２］［資料７］［資料８］
　　　済生会事件は不当労働行為判断の一環、エッソ事件がチェック・オフ協定の労働者への拘束力

　　　チェック・オフは賃金の一部控除であるので労基法24条1項但書の要件を充たす必要

　　　労基法の要件を充たすことは免罰効果のみであるので、別途、労働者の合意（労組への授任）が必要である

2.反対説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その２］［資料９］
　　　労基法24条は全労働者を対象としているが、チェック・オフは組合員のみ

　　　労働者の合意については、チェック・オフ協定を有する組合への加入で合意があった

3.日新製鋼事件判決との整合的理解
　　一般的には、個々の労働者では自由な意思表示ができないので集団によって意思表示、だが

　　最判は、組合の意思表示が個々の労働者の意思表示を抑圧する、と考えているのではないか

3.生活保護における辞退届
1)問題状況：辞退届による保護廃止が通常となってしまっている現状
2)諸関係

　1.高裁判決：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その２］［資料10］
  　　辞退届は有効、但し、自由な意思表示でなければならない

2.学説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料・その２］［資料11］
　　＜前田＞保護の受給強制になるので、辞退届は有効

＜佐藤＞保護の廃止は法的要件（保護の必要性の解消）に基づく場合のみ
３．検討

1.判例の展開
　1.自由な合意であれば認められる、とする範囲が拡大している
　　　放棄・合意相殺・既発生債権の放棄・将来債権の放棄

　　　さらに、就業規則を下回る賃金を認める

　　　　上記のアーク証券事件判決だけでなく、

　　　　野本商店事件・東京地判平成9年3月25日、労働判例718号44頁

　　　　朝日火災海上（斉藤）事件・最二小判平成6年1月31日、労働判例648号12頁も

　　　歯止めをどのようにかけるのか、自由意思の認定の部分だけでよいのか
　2.認める理由は、労働者保護の政策上、不都合ではないことによる

　　　しかし、債権譲渡についての小倉郵便局事件判決のような判断もありえる

　3.個人が合理的判断をできると言えるのか、あるいは、個人責任に帰してよいのか

　　　法律が後見的に関与せざるをえないし、少なくと、労働者集団の関与が必要でないか

　4.私見：形式的要件を充足することが必要
2.理論的課題
　1.強行法規を自由意思で排除できるのか

　2.労基法24条の立法・改正経過、但書の範囲、免罰効果と労働者の合意、等の検討が必要
　3.私見

　　　少なくとも、単なる便宜、ということに解消してはならない
　　　相殺にも債権者保護の目的があるように

3.自由意思の認定方法

　1.判例は、厳格な認定として、多様な要素を考慮にいれて判断している
  2.結果として、自由意思の認否は一貫していない
　3.私見は、講義の前半で示したように、客観的判断、労働者保護の政策的判断、個別的合意
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